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労務管理形成史における労資関係の意義
柳 沢 敏 勝
1.労 務管理形成史を考察するにあたって
労務管理形成史を考察するに際して,経営労務論という名の下に行われてき
た労働問題研究には二点の問題がある,と する氏原教授の指摘を足掛 りにす
るCl)②。
第一に,労働問題を 「労働力」 問題として捉え,「労働者の主体性」を 「無
視」する労働科学的傾向が強い,という指摘である③。だが,こ の点について
は,「個別企業が労働者をどのように使用 したら最高の能率を発揮させ」 うる
かという 「能率主義的観点」,いいかえれば,「労働力 ・労働手段 ・労働対象を
いかに能率的に組織するか」という「個別企業の管理の立場」からすれば,「機
械や原材料の管理と本質的に異な らない」「ものの管理」に,労働問題を解消
してしまうことは,「ある意味では当然」のことでもある。
たとえ,生理学的心理学的法則や社会心理学的法則=労働科学的法則が歴史
貫通的であるにせよ,それらが 「資本制社会で実現されるのは,まずなにより
も労使間の労働力取引の過程においてである。」したがって,自然科学としての
社会科学的 「労働力管理」の視野から欠落するのは,労働力が商品として売買
され,「そのことの反面(として),労働力が形式的には独立自由の商品販売者
として,立ちあらわれる」という 「労働問題の社会科学」である。換言すれば,
労働力商品の担い手たる労働者の 「主体性」が無視されること・つまり労働市
場,労 働組合運動,労使関係等の領域における労働者の行為が考察の対象から
はずれてしまう,という限界をかかえているω。
て
第二に,こ うした 「労働問題の経営問題への解消,いいかえれば個別企業的
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視野」への収 敷の故 に,「その扱 う問題 の範囲 も個別企業 の うちにか ぎられ」,
「国民経済的観点 の完全な欠如」 とな って現われ ざるを得 ない。だが,例 えば,
「賃金形態」や 「賃金体系ゴ とい う 「個 別企業の管理上の技術」に属す る 「賃金
問題」 ひ とつ とってみて も,そ れは 「労使間 の団体 的賃金決定」を抜 きに して
は考え られず,ま た 「個別企業 の支払能力に よって規制」 され,「個 別企業 の
わ くの うちだけで考え られ て」 いる賃金の水準 とて,「 個別企業が 自由に左右
す る ことのできない 国民経済的要因」に よって決め られ るのである。 したが っ
'て
う 「賃金 と不可分 の関係にあ る雇用問題 も,現 実的には,雇 い入れ,解 雇問
題 として しか輌問題 に され ない」のであ る。
.以上の引用に よつて私が明 らかに したかった ことは,経 営労務論における労
働 問題研究上 の問題 では な く,労 務管理の形成一展開につ い て研 究 を進 め る
場 合に,従 来 の 「論 史」では分析方法を提示 し難いであろ うと考 え た 点 で あ
る⑤⑥。
以下において,私は,前世紀後半から今世紀初頭にかけてのアメリカの主と
して機械工業における労資のあり方を分析対象として,以上に指摘された論点
を考慮しつつ,労務管理生成の意味を考察する。
(1)氏原正治郎r日本の労使関係』東大出版会,1968年,11-20ぺニジ。
② 経営労務論についての論者の間の主張の相違,概念規定,方法論上の違い等については,森五
郎 『経営労務論』(経営学全書32)丸善,1977年,第1部に詳しい6なお,私は本稿において,労
務管理と経営労務とを同一視する。従来の日本の経営労務論が,.森教授の指摘をまつまでもなく
ほぼ労務管理論と同義であっただけでなく,経営労務(ないし経営労働)を労務管理から積極的
に切り離すべき根拠を明確にもち得ずに議論されていると考えるからである。例えぽ,日本労務
学会編 『経営労働問題研究の対象と方法』(経営労働研究双書.(6)),中央経済社ゴ1977年,を
みよ。
・③ 労務管理における労働科学の位置については,例えば,森五郎前掲書,第一部第二章;副田満
輝 『経営労務論研究』 ミネルヴァ書房,1977年,第3,4章を参照せよ。
④ 労務管理の対象は,あ くまでも労働力商品の担い手である労働者であり,労働者 ・労働力 ・労
働という三謝 こ対して分散的に研究対象を求めることは許されない。したがって,この三者を三
位一体として分析しなければならない,と故古林教授は主張される。古林喜楽r経営労働論序説』
ミネルヴァ書房,1967年,特に第1,2章。 、
なお,労務管理の対象をめ ぐる論争については,木元進一郎 『労務管理』森山書店'1972年・
序論第三節に詳しい。 ・ ・
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{5)中西氏は労務管理研究の方法について,次のように規定している。「労務管理研究は,本 来,
労資関係研究の方法的起点としての"労務政策"分析として,自己を位置づけることによって,
……労務管理をも科学的に把握することをうるものとなる性格」をもつ,と。中西洋 「いわゆる
『日本的労務管理』について一 労務管理と労資関係一 」r講座労働経済 ・日本の労使関係』(隅
谷三喜男絹),日本評論社,1967年。
⑥ 労務管理の変遷に対する分析枠をある程度明示した高橋洗氏の見解も,参照されたい。『増補 ・
日本的労資関係の研究』未来社,1970年,とくに109-112ページ6
皿.熟 練の市場規制力の崩壊
前世紀後半から今世紀初頭にかけて,熟練度の高い労働力の市場規制力を支
えていたものは,労働市場における需給双方の要因であった。19世紀を通 じて,
「工場規模の急速な拡大に対して,工 場管理の組織と技術の発達は,い ちじる
しく立ち遅れた。そこで,その間隙を埋めるために,工場内部における請負制
度が19世紀の欧米諸国でかなり一般的に採用されていた。ω」請負制度の中核を
なすのは熟練職人であり,この段階においては熟練職入たちが自ら使う労働者
を雇用し,「職場の労働者集団自身が労務配置,作業の範囲 ・段取り,労働強
度や作業量に対 して,相対的に自主的な決定権や,統制機能を掌握していた②」
といえる。
この段階における熟練養成は,所謂万能機を中心とする手工的熟練を軸とし
た徒弟制度によって行われ,企業経営の管轄外の事項として主に存在していた。
勿論,経営側の少年労働力の直接雇用によって,労働者集団の行 う徒弟養成一
入職規制を弛緩させることは可能であったが{3),Lかし,以下に示すように,
その可能性も限られたものであった。その意味において,経営側が相対的過剰
労働力を利用できる余地は限られていた。したがって,労働力の需要者たる企
業経営者にとって,この制度の下で労働市場から得られる労働者は,労働者集
団の一方的規制を受けざるを得ないものとして存在 していたω。
,このような労働力の質という制約(量的にしか表現され得ないが)の下では,需
要 しうる労働力の量は相対的に限定されたものでしかない。だが,このことは,
労働力の供給側からすれば,供給過少であることを直ちに意味しないばかりか,
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代替される危惧を払拭するものでもない。労働力商品の取引を有利に導 くため
には,労働力の供給を過少に抑えておくことが,最 も単純で効果的である。で
は,このような労働力の供給制限は,どのような条件の下に可能であったか。
労働力の技能の多能性こそが熟練の神髄であるが⑤,この多能性は,労 働力
再生産のうえで容易に獲得されるものではない。この技能養成の過程を,誰が
どのように規制できるかが,労働力需給の鍵となる。供給側からすれば,こ こ
に二つの意義を見出すことが可能である。技能養成を規制することによって,
(1)不純な要素を除去し,労働力の質ccS標準化を通 じて熟練に市民権をもたせる
こと,(2)入職者の資格制限を設定 し,不要な労働者間競争を抑えること,であ
る。
しかし,この条件を備えた技能養成制度=徒弟制度は,これだけでは不十分
である。技能養成過程を職業別に封鎖することなLには,自 らの労働市場に流
入する入職者を規制することが十分にできないからである。職業別封鎖性をも
った労働市場を形成 していくうえで,徒弟をも他の一般不熟練工の労働市場か
ら積極的に分離する必要があった。労働力再生産費が個別家計によって賄われ
るという資本主義経済の一般原則に従って,徒弟の再生産費を個別家計に依存
せしめることによって,それがはじめて可能となる⑥。 このようにして,職業
別に労働力再生産を封鎖し,なおかつ再生産費を家計に委ねることによって成
立する階層別再生産を強制することにより,熟練労働力の強固な供給制限が,
労働力供給独占として完成されていく。 したがって,このような条件を創出し
ないかぎり,熟練=多能性の市場における社会経済的通用力は,そ の力を常に
減殺されるのである。
「工員たちが自分の仕事について持っている知識は○ 非常に尊い宝である。
一・生暮らすためのもとでである。学校で習ったものではなぐして,昔風の見習
によって覚えたものであるからこそ,こ とに尊いのである。町 この指摘にみら
れるテーラーの認識は,経済学的にはほとんど何も語っていない。旧来からの
伝習による熟練の獲得の故に価値あるものだという理解は,熟練の内容および
獲得方法が客観化されないが故に排他的であり,何やら価値がありそうだとい
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うことを意味するにすぎず,職業上の知識=生産に関する知識 ・判断力が,ど
のような経済的意味で財産であるのか,あるいは,そのような使用価値をもっ
た財産が市場でどのように取引されるかについて語っていない⑧。
熟練形成の仕方に生活の 「もとで」たる意義を見出す方法は,労働力再生産
費に格差を生じさせること,したがってまた,熟練度の高低により労働力の価
値に高低を生じさせることを示唆するとしても,それがどのような条件の下に
実現されるかという労働市場での需給関係を無視する。この方法に立つかぎり,
生産力の発展を支える技術的変化が自動的に熟練形成のあり方に変化を促し,
結果として熟練を分解 し,熟練の社会的通用力を喪失させてい く,という論理
展開は必至である⑨。だが,生 産力の発展と相互規定的な生産技術の変化から,
技術的な意味での熟練の分解の可能性を説くことができるとしても,そのこと
が,必ず しも直ちに,熟練のもっている経済的な意味での社会的通用力の瓦解
を意味するものではない。既にみたように,熟練のもつ経済的市場規制力が,
熟練形成の方法=徒弟制度にその起源をもったことは確かであるとしても,そ
の根拠は技術的な意味での伝習でもなけれ}ま,職業上の知識の保持でもなく,
徒弟の労働市場を不熟練工のそれから分離し,熟練養成過程を職業別,階層別
に封鎖してしまったことにある,と考えるからである。つまり,このような供
給独占が可能とされないかぎり,労働市場において,職業上の知識は必ず しも
社会経済的通用力を保持L得なかったと考えるからである。
生産技術の変化に起因する労働力需要の変質が,旧来からの職業という暮ら
しの 「もとで」の経済的評価と衝突しないという保障は何処にもなく,む しろ
「もとで」の価値を維持するために利害関係のある当事者間に紛争を惹起する
のが一般的である。この攻防戦の如何によって,熟練の市場規制の程度も異な
ってくる。そのかぎりにおいて,労働者集団のとる労働力供給独占政策(労働力
配分の操作可能性),が既に効力をもっているならば,それを解体することなく
して,経済的規制力をもった熟練を社会的な意味で分解することはできないac「。
その意味において,徒弟制度とは異なった入職経路を通じて獲得することので
きる新たな質の労働力を市場で調達するに至る過程が,分析の対象とならねば
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な らない叩。
(1)申川敬一郎 「米国における大量生産体制の発展 と科学的管理運動の歴史的背景」『ビジネス ・レ
U'.ユー 』」第11巻3号,1963年,18ページ。.'、
イギ リスについては次の文献をみ ょ。Pollard,S.,AHistorPtofMod¢rnManαgement,
EdwardArnoldLtd.,』1965,PP.38-47.
② 高橋洗rr日本的労務管理』の構造」,前掲書113ペー ジ 。 なお,19世紀のイギ リスでの 「労働
者請負制度」の下での請負者の役割は以下のよ うに要約される。「人事労務機能」として,採 用 ・
解雇,規 律維持 と監督,賃 金 ・労働条件の決定,教 育訓練が,「生産機能」として,仕 事の配分,
作業方法の決定,生 産許画あ策定が,彼 らの担 うべ き機能であった。 また,彼 らの監督の下で組
作業を行 うのが一般的形態 である。K〔サー レー 「イギ リスにおける現場管理 と労使関係」r日本
労働協会雑誌』,第253号,1980年,13べ一ジ。彼によると,この請負制度の存在は産業によって
バラづきがあり,必ずしもr産業および組織の全体像」を宗すものではなかった。
③ig世 紀初頭のイギ リスにおいて,「徒弟条例」が廃止され,「教区徒弟」が多数直接雇用された
結果,熟練労働者の雇用の機会が減少し,贋金水準上昇の足枷となっていた}という指摘を想起
する必要がある。栗田健 『増補 イギリス労働組合史論』未来社,1978年,34ページ。なお同書
によると,このようにして入職して くる少年労働力に対しては不熟練工どしての賃金が支払われ
たが,通常の熟練賃率を適用せざるを得なくなる技能水準に達した時に解雇される,という 「弊
風」があった。
'な お,同書第一章 「職能別組合の確立」でなされている分析および分析視角に,本稿は多くを
負っている。..'
㈲ 生産技術上め要因,すなわち機械産業における工作の機種の僅少さ,使用目的の多能性,精度
'の 低さ,測定具の未発達が,機械工作や組立における労働力の万能化を要求するのである(45ペ
ージ)。 この労働力の技能の多能性こそが,(1}熟練機械工を資本にとって直ちに利用可能な相対
的過剰人ロー般から相対的に独立させ,②職場における資本の専制支配を拒否できる裁量を与え
ることになるため(48ページ),労働力の需要側からすれば,この熟練労働力に代替しうる労働力
の給源を直ちに見出すことは困難である。(文中に示したページ数は次の文献によったことを示
す。)熊沢誠 『産業史における労働組合機能』 ミネルヴ.ア書房,1970年。
.{5)lBrowp・E・H・P・・TheGro1.vth,ofBritishIndustrialRelations・MCcmil!an&Co・
Ltd.,1960,p.90.
⑥ 職能別組合による技能養成制度の下では,「少年は不熟練労働者として働 くことに よって得 ら
れる賃金を放棄することな しに徒弟 となることはできなか った。 この場合eF支払われ るr賃 金』
は,そ の性格上,わ れわれが一般に理解 しているr賃 金』の概念をはずれたものであ り,職能別
組合はこの徒弟期間を入職の条件 とすることによって,一 般の労働者群か ら彼 らの労働市場を切
り離 したのである。」栗田健,・前掲書,34-35ペー%
(TF.W.テ ーラー,上 野訳 ・編r科 学的管理法』産業能率短大出版部,1969年,358ページ。
{8}'いまひ とつの批判 として,以 下の指摘が参照 ざれるぺきである。「熟練の神髄は多能性であ り's
I・.それを保証するものは生産に関す る知識=判 断できること,に ほかな らなN・。・…S・熟練と知識を
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対立的に考えがちであるけれども,この通説は,知識の内容と獲得方法とを混 同した謬論であ
る6」熊沢誠,前掲書,46-47ページ。
⑨ 申西氏は所謂 「労働力の型」理論を次のように批判する。この 「理解の仕方は,……労働市場
の 　 ぼ 　 ゆ 　 　 　
概念の導入を,……労働力の質の問題として,つまりそこで売買される商 品の使用価値(商品
の質)の問題」に議論をとどめている。だが,「商贔の質という以上,そ れは具体的には生産技
術を前提する」のであるから,そ の論理の骨組みは,「生産力の発展→労働力の変質→労働市場
の変化→労資関係の変化」であり,したがってこの把握は 「r生産力説』的偏向」を滞びざるを得
ない。「その限りでは,この批判は正しい。何故なら,生産力の発展→労働力の変質とい うこと
はどの社会にも正しい普遍的な真理であ りますから,そこまではいいが,それは資本主義に固有
な労働力市場や労資関係という概念の変化を分析すること9こはならない」からだ。中西前掲書?
181ページ。
この批判については,以下の本文において検討していくつもりである。
aorPmの変化がもた6す直接の影響は,Pmの操作に必要な・…・具体的有用労働であることはた
しかであるが,その具体的有用労働がどのような労働者達によってになわれるかはPmの性質自
体が決定するものではなく,……労働者達相互の関係や,労働者達の集団と経営者との関係のあ
り方などもまた,Pmの 性質自体が一義的に決定してゆ くものではない。」 戸塚秀夫 「書評大河
内 ・氏原 ・藤田編 『労働組合の構造と機能』」,『祉会科学研究』第11巻4号,1960年,110～1U
ぺLジ。
ω 氏原教授は・こうした変化の主動因を資本に求め,…欠のように述べられる。「近代産業の発達
こそが,一方で近代的賃労働の需要を呼びおこし,他方で旧来産業を破壊しながら,賃労働の供
給源を創 り出したのであり,また近代産業の発達の性格が,生産の主体的要因として,それに適
合する賃労働の性格を創 り上げてきたからである。」氏原正治郎 「大工場労働者の性格」(日本人
文学会r社会的緊張の研究』1953年),rE本労働問題研究』東大出版会,351ベージ。
皿.経 営内での労働力編成
既 に示 した ように,前 世紀後半か ら今世 紀初頭にかけ ての欧米におい ては,
急速 な工場規模の拡大 に対 して相対的に立 ち遅れた工場管理の故 に,内 部請負
制度(internalcontractsyste叫ω)が要請 されていた。 特1こi米国においては,
商人資本の蓄積を基礎に して,イ ギ リス との競争上,一 挙的に大規模な近代工
場 を設立せ ざるを得ず,産 業資本家は,内 部請 負制度 に よ り 「慣 れない工場作
業につ いて直接的管理責任 を免れ ると同時 に,… …製造作業に対 す る請負人の
緊密な監 督を期待す ることができたIXjのである。・
しか しなが ら,と りわけ機械工業,そ のなか でも特に工作機械,金 属加工の
領域 におけ る二重雇用制度の下では,「工 場管理機能はほ とん ど が内部請 負親
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方の権限に集中されており,工場主の側は,原料 ・仕事場 ・機械設備 ・工具を
調査し,供与するほかは現場から離れて全般的管理のみをおこなっ」ており,
管理手段を品質管理と賃金支払形態とに求める 「間接管理体制」がとられてい
た③。しかも,機械産業の諸工場は,複 数の請負親方の集合体として構成され
ていたため,工場管理上の諸権限がこれら請負親方の間で分有され,統一的な
作業管理が必ず しも達成されていなかったω。
こうした工場内での二重雇用制度の下では,請負親方たる熟練職人が相互に
徒弟に関する諸規則を定め,そ の体系の下に,不熟練工を助手として採用し,
徒弟制度に必要な訓練を授けていた。したがって,徒弟は請負親方に雇用され,
熟練工として養成される過程を歩むことになる。この過程は単なる熟練工養成
の基盤であっただけでなく,独立生産者ないしは工業企業家の供給源ともなっ
ていた㈲。そのことは,したがって,職人の道具の機械による代替,つ まり生
産手段の所有関係の変化に基づく機械制工場体制の確立にも拘ら尤 職人が機
械(資本)に従属する生産者=熟練労働者に転換 し得ない まま,半 独立的な生
産者にとどまっていたことを意味する。それ故に,熟練労働者の間で取 り決め
る徒弟規則は,イ ギリスの職能別労働組合の職業政策を支えた徒弟規制とは異
なり,入職規制を通じた職業別封鎖性=労働力供給の独占を必ずしも意味しな
い性格を帯びていたものと理解される。
このような半独立生産者的熟練職人のあり方を許したのは,熟練労働力の絶
対的不足という条件であり,その条件の下で企業経営から極めて独立的な地位
を保ち得たからだというだけではない⑥。 不熟練労働力の不足度がより一層高
かったため,この条件の下では,徒弟制度を,労働力供給独占のための入職規
制として,敢えて政策化する必然性がなかったという,特殊アメリカ的条件が
あったからでもある⑦。そ うであれば,こ こに形成されてくる熟練職人たちの
徒弟規制は,不熟練労働力市場から自らを分離して供給独占をはかる職業別封
鎖政策を必ずしも意味しない。ここでの徒弟規制は,不熟練労働力からの競争
圧力を受けないという条件の下で,この規制によって獲得できる労働力の質の
標準化を通じて可能とされる労働時間,賃率の標準化のための装置であった。
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二 重雇用制度 の下では,い まひ とつの過程 が進行 してい る。'労働 力不足 によ
り,ア メ リカでの賃金 が一般 に高水準であ ったため,競 争を背景 と した コス ト
削減 の要請 が強 く,能 率 向上の必要性が早 くか ら意識 されていた。 また,請 負
制度それ 自体 が熟練職人 を して生産 の組織 者,管 理者た ら しめていたた め,彼
らに能率 問題を強 く意識 させ ていた。 この意 識は 「作業過程 の合理化」 と して
表現 され るが,工 作機械 の専用機化,そ れに立脚 した少品種大量生産体制 の形
成 に よって具体化 され るθ。 工作機 の専用機化に より,作 業組織 編成 に変化 が
生 じる。 「熟練度別分業」 とい う体 制 がそれであ る。 これは,ひ とつの製品も
しくはひ とつ の部 品の製造 に必要 な作業 として要求 され る,熟 練度の多様 な部
分作業 の複合 である特定 の工程に 自らを縛 りつ ける ことで満た され る 「職 業ぺ
の権利」(TheWebbs,lndu5triatDemocraCPt)の否定を意味す る。
二重雇 用制度 の下 で作業管理お よび徒弟養成の担当者 として も機能 した熟練
職 人に とっては,自 らの具体的労働を高度熟練作業に特化 し,専 用機 の要 求す
る熟練度 別に作業単位 を分割 し,労 働者を配置す る ことに,さ したる抵抗 も覚
えなか ったはず である。 したがって,熟 練度別分業体 制を形成 し,労 働 力を配
置す るための 「管理的作業」は,こ の制度 の下では 「比較的容易に行 なわれ」,
「内部請負 とい う特異 な作業管理 組織が,経 済的条件へのそ う し た積極 的対応
を よ り容 易に した(町。 このよ うに,二 重雇用制度 の下での熟練職人 のあ り方は,
「職 能別組合 の組合員資格は,た またま特定 の工程一職種一において作 業 を 行
っている とい う理 由で与 え られてい るものではな く,そ の作 業を遂行す る 『資
格』 を持 つ ものの特権的 な権利であ った弛」,とい う事態 と著 しく趣を異 にす る。
す なわ ち,二 重雇用制 の下 にあ った熟練職人は,労 働力の絶対的不足 とい う条
件 に支 え られ て,自 らの職業上の知識=財 産 を敢えて守るまで もな く,ま た入
職規制一職 業の縄張 り争 いの必要を感ず る こともな く,し か し,そ の結果 とし
て 「職業へ の権利」を潜行的に掘 り崩Lて いた。それは,職 業上の知識 の獲得
方法を固持 しさえすれ ば,彼 らが入職規制を貫 く必要を感 じな かった労働力不`
足 とい う特殊条 件に支 え られ,熟 練 に とって不可欠 の多能性=生 産に関す る知
識 ・判断力を保持 し得 た ことの結果 の表現 にす ぎないGD。
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この よ うに,熟 練度に応 じた分業の体制 は,作 業工程の徹底 した細分化 とし
て,自 らを表現 し直す6こ の細分 化の過程 において,熟 練職人は職 長 も しくは
工具製造工,修 理工 に特殊化 され てい く。 なぜ な ら,専 用工作機の出現=作 業
の細分化 という過程 に おいては,作 業において要 求 され る技能水準が一般 に低
く,作 業一般 に熟練職人は もはや必要 とされな くな って くるからである⑫。 こ
のよ うに して,「米国では,熟 練労働者 のみを集め,工 場内 の機械お よび工具
の うち最良 のもののみを設置 し,専 ら他の機械の修理 と工具製作 のみにあた っ
てい る部 門があ り,こ の部門 が,ジ グ,フ ィクス チ ャーお よび複雑 かつ高価 な
特別 の専 門工具を,能 率的条件 に保 っていた」⑬ のであ る。
以上 の よ うな作業組織 の編成替は,生 産技術上の変革に端 を発 していたのは
言 うまでもないが,技 術変革を生み 出す要因を請 負制 自体 が 内包 し(技能養成
の基盤であると同時に,半 独立的生産者の供給源でもあったことにより,また能率向上
に無関心でいることを許さないとい う制度上の制約から,請負制と技術革新とは深いつ
ながりをもっ),自ら生み出 した生産技術変革 と作業組織再編 とによ り請負 制=
二 重雇用制それ 自体 を否定 し,な おかつ二重雇用制 の下に保 護 されていた熟練
職人それ 自体 の存在を も否定 してい く。 その ことは請負親方 と熟練職人 とが直
ちに同義で あった こ とか らすれば,熟 練職人 としての地位の変更で もあ った04。
作業組織 の内部において熟練度別分業体制 が敷かれ,作 業の細分化 が進め ら
れ る ことは,集 団的な作業遂行 の形成 を意味す る。す なわち,直 接 労働 に関す
る知 識 と手工的熟練 との客観化,分 解 に よって,熟 練労働力 と機械 とを置換 し,
そ の機械の介在を通 じて可能 となる 不 熟 練 工 へ の 「熟練の移転 」(transferof
skill)は,1人の熟練工の作業を数 人の不熟練工(な いし半熟練工)の 作 業 に 分
解す る。 この よ うに して分解 された個 々の作業単位=職 務は,作 業集団ない し
は職務群 と して再編 され,統 一 され なけれ ばならない。人格的制約 か ら解放 し
た とはい え,熟 練工個 人の頭脳 のなかにあった統一性を,作 業集団 のなかに客
観的に明示 しなけれ ばな らないか らであ る。 ここに,熟 練職人(請負親方)に 代
わ って,作 業集団 を統轄 ・管理す るための機関 ない し組織 が形成 され る必然性
が ある⑮。
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だが,この必然は,資本の運動にとって常に必要な専制的 「経営権」の問題
として無媒介に存在するのではなく,熟練の分解によって作業の統轄機能を失
ミ し
うしかなかった作業遂行者が,資本の運動と対抗的に作業管理機能を再び担い
うる立脚点を容易に見出し得なかったことによるのである。その結果として,
作業現場での諸作業間の調整 ・管理を行わないかぎり,ζの無秩序が資本の運
動にとっての阻害要因に転化するに至るが故にこそ,む しろ資本に負わされた
課題として必然化したのである。その意味で,所謂 「組織的怠業」は,生産力
の発展にとって極桔となっていた生産関係のひとつの表現である(とはいえ,こ
の 「組織的怠業」を直ちに誤った行動様式だと規定する立場はとらない)。
(1)内部請負制度には,こ の他にinsidecontractsystein,inSidec◎ntracting,あるいはskb-
contract(英)の用語があて られる。本稿の考察対象である米国において,内 部請負制度が支配
的であったのぼ北東部の機械工業においてであり,そ の他の製造業では,む しろ 「直傭」 の熟練
職人(skilledcraftsinan)が助手(helper)を雇い,職 人の所得か ら彼 らの賃金を支払 うとい
う二重雇用形態の助手制度(helper-system)が一般的であった。(Nelson,D・,Managbrs
and「PVorkerS,'OriginsoftheIvrewFactorPt茂yぷ6θ物in heUnitedStates1880-1920,
Univ.ofWisconsinPrL,1975ジp.38.)
本稿においては;「直傭」 の職人に貸与されるのが原材料のみで,請 負親方には作業に必要な
機械 ・設備 ・原材料 ・運転資金が貸与されるという違いをさしあた り無視 し,「直傭」の熟練職人
は実質的に請負親方に等しい もの と見倣す。 換言すれば,対 経営との力関係 での,請 負親方〉
「直傭」 熟練職人とい う不等式をさしあた り無視 し,徒 弟および助手の雇用形態の類似性(請 負
親方一熟練職人一徒弟,(職長)一熟練職人一助手)に 着 目して,内 部請負制度を二重雇用形態を
とるhelper-systemと同等視 して も,当 面問題はないと考える。 したがって,'以下では二重雇
用制度 とい う用語に統一す る。
なお,内 部請負制度については,さ しあた り,以下の文献を参照せよ。
井上忠勝rア/リ カ経営史』(研究叢書4),神 戸大学経済経営研究所,1961年。
中川敬一郎 「米国におけ る大量生産体制の発展 と科学的管理運動の歴史的背景」 『ビジネス ・
レビュー』,第11巻第3号,1963年。
中川敬一郎 「とユー ・イソグラン ド産業革命 と大量生産体制の発展(1・,2完)」r経済学論集』,
第29巻第4号,第30巻 第1号,1964年。
土屋守章 「米国経営管理論の生成(1H2)」r経済学論集』,第31巻第4号,第32巻 第1・号,1966
年。
塩見治人 「アメリカソ ・システムの生産力構造」rオイコノ ミカ』(名古屋市立大学経済学会),
第11巻第1号,1974年。
{2}中川前掲稿,『経済学論集』,第30巻第1号,44ペ ージ。
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{3}塩見前掲稿,69ページ。.
㈲ 井上前掲書,150ペー ジ。
'
㈲ 中川前掲稿;rビ ジネス ・レビュー』,19-20ページ.な お,helper・systemの下での助手に
は特別な訓練はなされないが,見 習いを通 じて必要な技能を身につけてゆ くため,こ のhelper-
systemは熟練工への別の入職経路を もった 「非公式徒弟制度」(informalapprenticeship)を
意味する。Nelson,D.,op・cit.,p.3g.
⑥ 大量商品市場を形成す るに足る人 ロがあ り,そ れを満たすだけの天然資源 と交易地を有 しなが
らもポ労働力不足は製造業の拡大発展に とって ボ トル ・ネ ックとなっていた。この隆路を解消す
るために,外 延的には人口の拡大政策(移民政策),内包的には技術革新,生 産の専門化 とい う対
策力{とられた。Ulman,L,TheR短oftheNationalTradeUnoπ,HarvardU.P.,
1955,'P・9.
{丁 神代氏は,「アメリカ経済に特殊な基礎的諸要因」のひとつ として,「市場の急速な拡大に伴 う
体制的な熟練労働力の不足」を挙げ,そ の結果労働移動が激しく,徒 弟規制が困難であったこと
を指摘してい る。だが,熟 練労働力のみならず不熟練労働力までが不足する状態にある場合,労
働移動に より徒弟規制が困難であるとしても,二 重雇用制度の下で熟練労働力の労働市場が不熟
練労働力のそれから相対的に分離さ拓 競争に脅かされ るものではない。 したがって,こ れ らの
条件があ るか ぎり,入 職規制のための徒弟制度を敢えて課題にする必要がなかった と理解すべ き
.であろう。神代和欣 『アメリカ産業民主制の研究』東大出版会,1966年,358ページ。
⑧ 大量生産方式に先行する 「量産体制」(中川敬一郎)は,所 謂 「ア メリカン ・システム」 と呼ぼ
れ る 「互換性生産方式」によって可能 とさ机 この方式の 「著しい特徴は,生 産過程における分
業の原理の徹底的な追求にあ」った。泉卓二rア メリカ労務管理史論』 ミネルヴァ書房,1978年,
4ベージ。なお この過程については,さ しあた り,中川敬一郎前掲二稿,塩 見治人前掲稿を参照
せよ。
⑨ 中川前掲稿rビ ジネス ・レビュ'一』21ペー ジ。
ao栗 田健前掲書,1gページ。
eD職 能別組合が,そ の政策のひとつ として,請 負制度に対して徹底した拒否の制度を とった こと
は,ま ことに対照的である。熊沢誠前掲書,27ページ。
⑫ 「労働過程のあ らゆ る段階が,可 能なかぎり特殊な知識 と特殊な訓練 とから切 り離 されて,単
純労働に還元 され る。他方,特 殊な知識と訓練 とを保持する比較的少数の人々は,可 能なか ぎり
単純労働 の義務から切 り離される。 こうして,す べての労働過程は,そ の極限形態において,
……人々を両極に分解 してしまう構造をもつ ことになる。 これをもって,資 本主義的分業の一般
的法則 と称す ることもできよ う。」Braverman,H.,thborandManepalPtCapital,Mon-
tllyReviewPress,1974,pp.82-83.(富沢賢治訳r労 働と独占資本』 岩波書店,1978年,
91ペー ジ。)なお,着 目してお くべ きは,直 ちに単純労働にすぺてが分解されてしま うわけでは
ないとい う点の指摘である。
e尋土屋前掲稿(2),r経済学論集』76ページ。
⑭ 「ア メリカの熟練職種別組合がこのような技術革新の嵐の中で形成された という,一見奇妙な事
実」とい う指摘。(津田真激 『アメリカ労働運動史』総合労働研究所,1972tlP,128ページ。)
私はこの点について以下の仮説を もつ。その 「事実」が存在 し得たのは,熟 練労働力および不
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熟練労働力の絶対的不足という特殊条件と,この条件および工場管理の立ち遅れとに俵拠した請
負制が有用であり得たかぎり,労働力商品の担い手として商品取引集団を形成し,資本主義経済
に内在するための積極的対応を敢えてとる必然性がなかったからだと理解する。生産技術を変革
し,作業組織を再編することによって1需要される労働力の質に変化をきたし,その変化を通じ
て,直ちに不熟練労働力と代替されないまでも,熟練労働力はそれらと直接間接の競争的関係に
おかれることになる。この時に至って初めて,商品取引上の有利な条件を求めて・熟練労働者は
集団を形成せざるを得なくなる。だが,彼 らの立脚する地点は,熟練労働力の担い手としてのそ
れまでの労働慣行であり,賃率等であるしかない。したがって,熟練の市場規制力が労働力不足
という条件に支えられているかぎり意識化されることのなかった 「職業への権利」は・それが解
体の危機に瀕して初めて自覚されるのである。その意味で,ここに形成されてくる職能別組合は,
職能別組合でありうるための組合規制(職業政策)をどこまで追求できたか,換言すれば,職能
911ma合という形式が内容的にどこまで職能別組合組織であり得たかは,疑問の多いところであ
る。
帽 「19世紀末葉に認識されていた最大の管蓮の問題は,徹 底した分業が行なわれ,作 業が客観化
されていた東部機械工業の機械工場における,日常の諸活動の調整の問題であった。管理の対象
は,作業現場における日常の活動に限定されていたのである。」土犀前掲書(2),82ページ。
なお,ア メ リカでのこの過程よ りは遅 々としたものであ るが,軍 需品需要の増大等を契機にし
て拡大 ・大規模化 してい く機械工桑等におして,請 負制 とい う二重雇用形態にかわ って,労 働者
の直接雇用 ・直接統轄 とい う企業組織の近代化がイギ リスにおいて もみ られ,1890年代には管理
機能への関心が高まる土壌が出来ていた。(Brown,E.H.P.,o♪.cit.,p.92)そして,「1890
年代から1900年代初頭 までに,内 部請負人ないし請負親方(piecemaster)は,多くの産業にお
いて直接雇用の フォアマンにとってかわ られた。」(K・サーレー前掲稿,13ページ)。`
W.労 働市場の構造変化
言 うまでもな く,集 団を形成 して働 く者たちに とって,作 業集団秩序を維持
し,自 らの働 く環 境を調整 してい くうえで,「黙契ω」が重要 な役割を果たす。
この仲間の間 の秩序を維持す るた めに必要な労働慣行,習 慣等 は,無 媒介に顕
在化 し,'公式化 され るものでは決 してない。 そ うで あ るが 故 に こそ,「黙契」
なのである。 この 「黙契」が 「黙契」でな くな る時は,彼 らの集団秩序や,そ
れ に よって守 られてい る利益を掘 り崩す原因に対 して,対 抗的に 自らの存在理
由を示 し,自 らを表現す る必要 が生ず る時であ る②。 この方法に立 ってア メリ
カ職能別組合の形成史 をみ る場 合,労 働 力の全般的不足 とい う特殊ア メ リカ的
条件 と結合 した請 負制=二 重雇用制の解体が,組 合形成史 の メルクマールであ
6た,と い う仮説 を もつ ことがで きる{3}。
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労働 力需要の質 的変化 が直接雇用の低 熟練労働力を増大 させ るとい う 「労働
市場 の構造変化にもかかわ らず,ア メリカ労働運動 のヘ ゲモ ニーを,旧 型熟練
ゆ 　 　 の 　
工を担い手とする職業別組合主義が掌握するという逆説的進展を示す」。そ の
原因は,後発国としてのアメリカが労働力の給源を移民に求めていたにも拘ら
コ 　 　 　 ひ 　 　 　 ぼ
ず,'「移民が低熟練労働者として職業別組合主義に替わる新組合主義を展開し
　 　 　 コ も ら
きれなか った ことに よる」(4}(傍点一柳沢)6この よ うに説 明す る萩原氏 の理解は,
アメ リカ職能別組合の 「逆説的進展」の理由を説得的 に示 していない と考 える。
1890年頃 までに移入 して きた 「旧型移民」を労働力給源 とす る政策が とられ
た として も,西 部 にブ ロンテ ィアの存在 があ り,国 土の外延的拡張 があるか ぎ
り,彼 らは一般的には農業労働力(主 として独立自営農として)の 給 源 で あ り,
製造業への十分 な労働力給源た り得 なか った。それは,単 に熟練労働 力の不足
とい う以上に,不 熟練労働力の不足を意 味す る。 フ ロンティアのあるが ぎ り,
農地開墾の余地 があるか ぎ り,自 営農 と して独立す る可能性の高 さとは反比例
的に,社 会的経済的に恵 まれ ない不熟練労働 に とどまる確率は低 くな るか らで
あ る。 したが って,こ うした条件 が存続す るか ぎ り,熟 練 労働者は敢 えて入職
を規制す るまでもな く,徒 弟規制 を経ず に入職 して くる不熟練 労働者か らの競
争圧力を脅威 に感ず る ことは,ほ とん どなか ったはずであ る⑤。 その ことは,
資本に とって操作可能 な相対的過剰人 口の不在 を意味す る。 この限 りにおいて,
熟練労働者が資本 との対抗上不利 にな り易い不熟練労働者か らの競争に さらさ
れ ないが故に,彼 らが入職規制 を どれだけ必要 としたかは疑問 を残す。(但し,
産業毎に事情が異なるとい うこと,ま た熟練労働者の標準労働時間 ・標準賃率の確立,
その前提条件となる労働力の質の標準化に必要なかぎりでの徒弟制度の確立,等 につい
て,さ しあた り看過するかぎりでの疑問である。)
第二に,二 重雇用制の意味す る ところは,半 独立生産者的性格を色濃 く残 し
ていたが故に,こ の制度に組み込 まれ る熟練労働者が,労 働 力商 品の販売 によ
って のみ生計 を立て うる賃金労働 者 と しては未確立であ った ことである。特 に
機械 製造業に おいては,先 にみた よ うに,内 部請 負制度が徒弟養成 の機能 を担
ったばか りでな く,独 立生産者 の供給源で もあったbそ のか ぎ りで,・労働 力商
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品の担い手 と して,集 団的に しか商品取引を有利に展開 し得 ない とい う賃金労
働者 としての経験則 が,必 ず しも彼 らにはあてはま らなか った。a
機械製造業 においては,請 負制度 が1910年頃 まで重要 な産業組織 の形態 とな
っていた例(繊 維機械)も あ り,ま た1890年代 以降の連続生産工程 の 出 現 に伴
って錬鉄 か ら製鋼へ転換す るに至 るまでの鉄鋼業に おいて も,請 負制度 が生産
組織 の大 きな特徴 をな してい たのである⑥。
請負制度 が,技 術の変化に よる作業組織の編成替に伴い,利 害 の対立す る関
係のなかで徐 々に不要化 させ られてい くことの想定は,さ ほ ど困難 でない。 だ
が,請 負親方 自身が同時 に熟練技能者 であったが故 に,こ の過 程は,「 労務者
の間の分解」(氏原教授)と して両極に分解す ることを前提すれ ば,彼 らが熟練
度別分業体制 の上位職務に編入 され,賃 金労働者化 してい く過程 で もあった。
この過程は,し たが って,労 働 市場に おいて供給独 占政策を とり得 ないか ぎ り,
徐 々にではあ るが,相 対的過剰人 ロ と して存在す る不熟練労働者 との競争 関係
に落 とし込め られてい く過程 でもあ る。 ここにおいて,さ しあた り不熟練労働
者 と直接代替す る関係にない として も,熟 練労働者 自らが徒者規制や,そ れ を
補完す る旅券制度等を通 じて 入職規制 を行わ ないか ぎ り,直 接雇用 の不熟練工
や逃亡徒弟が,入 職以後の職 業訓練を経て代替性を獲得 してい くことを防 ぎ得
な くなる。特に東欧 ・南 欧の農村 か ら排 出されて アメ リカの労働市場 に登場 し
て くる 「新移民」が,フ ロンテ ィアの消滅 に よって不 熟練 労働 力の供給 源 と化
し,相 対的過剰人 口を構成 したため,労 働 力の全般的 不足 とい う特 殊条 件は消
失 した。
ここで冒頭 の視点 に戻 るな らば,労 働 力不足 とい う特殊条件 と,二 重雇用制
に基づ く作業組織 の編成(労 働力構成)と に保護 されて きた,賃 金労働 者 と して
未分化の熟練職人 は,自 らの存立を支 えた条 件を喪失す る事態 に立 ち至 っては
じめて,自 らの雇用 と所得 とを守 るために,資 本 と対抗的 に 「黙契」 を明示 し,
職能別組合に 自らを組織す るに至 った とい える。その前身を1859年にまで湖 る
ことのできる機械工組合IAM(lnternationalAss。ciationofMachinists)が,職
能別組合 として再編設立 された のが1891年であ った とい う事実は,以 上の よ う
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な理解 に基づいて理解す る必要が あると考 える㈱⑧。
勿 論 この よ うに して アメ リカ職能別組 合が形成 された と して も,そ の政策
を貫徹 しうる条件 が どれだけ存在 していたか,'したが って また,職 能別組合 と
して どれ だけ機能 し得ていたかは,別 の問題 である。その意味で,機 械工組合
が標 準賃率 を維持す るための政策 と して規定 した 「トレー ド・ル ールズ{9;」が,
直 ちに 「コモ ン ・ルール」(commonrule)(The・Webbs,IndustriatDe〃tocracpt)た
り得 ていたか否 かは,検 討の余地 を残す。 「全 国組合が労働市場を独 占的に維
`持 す るほ ど強力 であ」り
,「技術革新に よって分解 されない中心作業 がその職種
に 内包 され」,「単能作業につ くぺ き労働 力が容易に得 られない ことea」が,ト
レー ド・ルールズの コモ ソ ・ル ールた る条件であ った とすれば,ア メ リカの職
能別組合は極あて過渡的な性格を もたざるを得なか ったはず である。逆に言え
ぼ,そ の よ うな条件が残 され てい る場合にのみ,職 能別組合 とい う組織形態 は
有効 であ ったはず であ る。なぜ な ら,ト レー ド・ルールズを コモ ン ・ルールと
して一 方的 に資 本に課す ことので きる条件は,既 に大 き く失われ ていた と考え
るか らであ るan。
鉄鋼業の熟練労働者 の出来高賃率(thetonnagerates)が,1889-1908年まで
に6～7割切 り下げ られた とい う事情はaz,単に生産工程の再 編に よる熟練の経
済的評価 の下落 のみを物 語る ものではな く,賃 率維持 のための トレ 一ード・ルー
ルズがそ の規制力 を失 していた こと,つ ま り,職能別組合の職業政策が無力に
な っていた ことを示す。 同様に,職 能別組合の政策の無力化 は,1901年の機械
工組合 の大会報告に も示 されている。それ による と,2年 間 の紛争の60パー セ
ン トを占めた 出来高給反 対闘争 が,ス トライキ とロック ・ア ウ トとの繰返 しの
なかで,そ の過半(件 数ではな く関係人員数)が 敗北に終わ ってい る。特 に,規
模 の大 きい工場 での闘いで敗北す る傾 向が強かった ことは,注 目に値 しよ う但3。
{1)「雇用労働が日常である人々の生活……を律する規範は,労 働内ではより明瞭に,労 働外(余
暇)ではより不明瞭に存在する,なかまの黙契や捉である。この黙契は経済学的には労働条件を
維持 ・改善する基準であり,政治学的には資本制的労務管理に対する砦としての労働慣行であり,
社会学的には労働者文化の基礎であった。」(傍点一柳沢)熊 沢誠 「〈社会〉 としての労働組合」
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『労使関係の論理と展開』(岸本英太郎先生還暦記念),有斐閣,1975年,i26ページ。《後,『労働
者管理の草の根』 日本評論社,1976年に収録)
② 「労働組合主義は,公 式の組織が賃金稼得者の間で形成されるはるか以前か らジ 職場での労働
慣行(thecustomarypractices)や,仲間 うちでの慣習(socialhabits)に根差 している。こ
うした慣習的な生活や労働のや り方を守 るために,労 働者たちは仲間を組んだ り,そ の他の非公
式集団を通 じて,使 用者の職場規制(shopregulations)を彼ら自身の行動の接(traditional
codes)に沿わせるように,絶 えず調整する。 組合規約や団体協約は,周 知のように,事 実上,
働 く者たちの不文律の慣行や捉を 法制 化 したものである。」Leiserson,W.M.,American
TradeUnienDemocracy,ColumbiaU.P.,1959,P.17.
(3}アメリヵ労働組合の形成(と くに全国組合の成立)に 関する論議については,神 代前掲書,補
論第一章に詳 しい。
{4)萩原進 「アメリカ資本主義 と労資関係」『現代労働問題』(戸塚 ・.徳永編)有斐閣,ユ977年,125
ペ ージ。
(5)但し,助 手(helper)が経験を積むことによって一定程度の技能を獲得することは,雇 主が彼
らを直傭化する余地を拡げることでもある。 したが って,ス リクターが入職規制方法のひ とつ と
して助手の利用制限を挙げているように,彼 らは,徒 弟制 とは別の入職経路を通 じて送 り込 まれ
る労働力給源をなし,徒 弟規制の効力を減殺 し,熟 練労働者集団の交渉力を浸蝕することを意味
する。だが,ア メリカ9こおいては,組 合のhelper-systemに対する政策は決 して一様ではなか
った。アルマンも指摘するように,助手の排除が直ちに請負親方・職人の経済的地位や所得の低下
を招 くことになる,と い う二重雇用制の下 での熟練職人のあ り方の限界を反映 していたのであ る。
S1iChter,S.H.,び冠θπPoliciesandIndustrialManagement,r.eprinted.,Ar加Press,
1969(origina!e乱,1941),PP・9,304-一一305.Ulman,L,op・cit・,P・469.
⑥Braverm4n,H.,oρ.cit.,p・61(邦訳67ページ)。ネル ソンに よれば,本 文の如 く圧延工場
で1890年代に,ス ト・一プ製造業の鋳型部門で1900年頃に,helper・syStemが解体 し,ま た陶器
業では第一次大戦まで残ったとい う6Nelson,L.,ep.cit.,pp.38_40.
(7}職業に よっては請負人(contractor)も職能別組合に加盟 していた,と い うアルマンの指摘は,
職能別組合 としては不完全であった ことを示す証左でもあ るだろ う。Ulman,L.,o磨cit;,p.
469.
(8}生産力の発展 と並行的な技術の進歩に よって熟練の分解は促進 され るが,さ しあた りは,こ の
熟練労働者力～ 経営内労働力構造 の上位職務に吸収されてゆ くが故に,直 ちに不要化するのでは
ない。 したがって,技 術変化によって熟練が分解されるとして も,そ の規制力を失って しまうの
は,彼 らが,常 に代替可能な労働者 との競争的な関係に落 とし込め られ,労 働市場での職業別封
鎖を解かb労 働力供給独占に依拠 した交渉力を失 った ときである。それ故に,労 働者集団の労
働市場規制とい う要因を考察の対象に入れないかぎ り,技 術変革→労資関係の変化 とい う 「生産
力説」的偏向は確かに免れない。
{9)神代和欣前掲書,355ペー ジ。
OQ津 田真激 『ア メリカ労働組合 の構造』 日本評論社,1967年,61ページ。
60ナ イツ(労 働騎士団)は,「 自営商工業者 ・自営農民 ・知識層 ・労働者などのすべてをふ くむ
賃金稼得者,直 接生産者を組織 し,こ の被組織者をやがて自営業者に転化さ せ る こ とを 目標 と
126明 大 商 学 論 叢(490)
し」た,と い う津田氏の指摘は,請 負制度の下での熟練職人の独立生産者化の可能性を示唆して
いる。その条件のな くな った時に,ナ ィツか ら職能別組合が分離 ・独立(1886年AFL結成)の
経過を歩む,と 仮定することは,誤 った仮説設定であろ うか。津田真激rア メ リカ労働運動史』
総合労働研究所」1972年,87ページ 。
0カFitch,JLA.,TheStee;Workers,reprinted.,ArnoPress,1969(originaled・,
1g11),p・】L53f.
e3S!ichter,S.H.,op.cit.,p.306.
V.「 内部昇進制」と供給独占
一 むすびにかえて一
労働市場で求められる労働力の質の転換,すなわち,需給双方の側からの量
的制約を受けながらも,その質が需給の基準として深 く作用する熟練労働力か
ら,入職に際して要求される労働力の具体的有用性=質 において同一的な労働
力=不熟練労働力に,換言すれば,労働力の質の問題という制約が解かれ,す
べて量的問題へ還元されてしまう労働力=不熟練労働力に,その給源を求める
ような労働力需要の転換ωは,ア メリカにおいては,二 重雇用制の下で進めら
れていた技術変革の結果であった。だが,二重雇用制の下にあって,熟練職人
自らが担った技術開発の過程は,同時に熟練職人の自己否定の過程であった。
それ故に,この自己否定の過程は,賃金労働者への純化の過程でもあった。
熟練分解の初期においては,「労務者の間の分解」によって,熟 練工として
職務序列の上位で就業することがまだ可能であった。だが,他方では,職業の
職務への分解によって,職務群としての労働力編成がすすむなかで,同一入職
経路をたどるが故に,熟練労働力と不熟練労働力との代替の可能性が高められ
つつあった。ここに,不熟練労働者との直接 ・間接の競合関係とい う緊張のな
かで,なおかつ彼らが職能別組合に自らを組織せざるを得ない状況が準備され
ていたのである。 したがって,直接生産過程での労働力編成が職務序列として
秩序づけられ始めたことが,労働力給源を不熟練労働カー般に求めうることを
意味 したが故に,彼 らは労働力の供給独占を既に為 し得なくなりつつあったこ
とをも同時に意味する。その意味において,職能別組合の設立それ自体が,転
落の道を歩み始める第一・歩であったと言える。
(491)労 務管理形成史における労資関係の意義12?
だが元直接生産過程での労働力編成の変化が決して一挙的でなかったが故に
こそ,限 られたものであれ,この組織形態の存続 しうる余地は残されたのであ
る。そうであれば,給源を不熟練労働カー般に解消し,職務序列を上昇してい
く過程で,新たな職務に対応 した技能が養成されていく,所謂 「内部昇進制」
の確立②,したがってまた,熟練 ・職業の職務への分解 ・再編の終了,新 たな
作業集団の形成とともに,その組織形態も完全に形骸化することになる。この
事態に対応しうるのは,相互に代替的である熟練工⇔半熟練工○不熟練工の間
の競争を制限し,対経営交渉力を独占するために必要な職場全員組織とい う形
態の下に可能となる,具体的有用労働の給付の狸占という新たな労働力独占の
形式によってである6
ス
だが,それとて不完全な労働力供給独占に終わらざるを得ない二なぜなら,
給源を同一にするかぎり,それは,労働市場での不熟練労働力から完全に自ら
を分離し得ず,あ る一定の範囲内で絶えず代替されるという緊張関係の下でし
か採 り得ない,不 安定な供給独占に終始するほかないからである(3)。ここにお
いて,労務管理に表現される資本の労務政策と職場全員組織とは,直接的な対
抗関係に入る。 したがって,近代的労務管理と称される労務管理は,経営の与
件としてあったコモン・ルールを解体 し,そ の意味で,「労資」間の関係を直
接 「労使」の関係として掌握可能なまでに分解,した労働市場での労働力の質を
前提しているのである。
ω 「労働力商品の需給関係,そ の時期時期の需給のパラソスとい うことを,換 言するなら,労働
　 り お 　 じ 　 　 ベマ マ カ
市場というとき,それはこの市場で売買される商品の量的側面の状態をこそ」考慮しなけれぽな
らない。「労働力の質の議論は,それ自体重要」であるが,「その重要さの意味は,その時期時期
で需給関係をどうい うひろがりの中で論ずべきかを決定するという点にあるのであって,いわば
擁 あ縫 であります.」(傍点,柳沢)中西氏のこのような指摘は 「土俵」の 「ひろカ;り」が技
術変化によってのみ決定されるものではなく,労働力の質に規定された諸関係も介在することに
よって決定されることを示している。中西前掲稿,182ページ。
② 熟練の分解が直ちに単純作業一一般への解消を意味せず,熟練度別分業が存続し,この分業体制
にみあった職務序列は,さ しあた り資本にとって必要とされる労働力編成を表現する・と私は考
える。したがって,資本にとって必要な労働力の質を徒弟制を経ずに獲得していくために,労働
力の世代間の再生産のなかで,技能を養成する必要が生じ,それが昇進制となって表現されると
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.考える6以上の観点から・「単純で低賃金の仕事への生涯的緊縛」をすることなく・ 資本が 「労 ・
働組合たら疎外された野心的な青年労働者にそれなりの将来の道を保証」することによって・昇
進制は 「労働者の企業への忠誠心を獲得する」ための,「資本家的合理性にみちた,ひ とつの労
務管理」となるとする見解を,私はとらない。したがって,技能養成のための昇進制は,「『無資
格者』の垂直的補充に開放され」てこそ,上位職務の長勤続者による独占,独占に依拠した利益
の追求を排除しうる競争政策となる;と考える。だカ～ こうした生産関係の要請として昇進制を
捉える視角は,さしあたり昇進制の生成を説明し得ない。それ故に,「職務昇進的熟練養成」は'・
徒弟制の弛緩一熟練の分解によっ,て生 じる職場秩序の混乱に対応する,資本による管理の必要='
生産力的要請から必然花すると考える。熊沢誠前掲書,115～119ページ。
③ 独占段階では労働市場の企業別分断が形成される,とい う議論を考察の前提とすることができ
るなら鶴 この分断が労働力供給独占政策にとって,おそらく,有利にも,不利にも作用するで
あろう。したがって,以上}おさしあた り,この議論を考慮ρ外においたところでの考察である。
なお,こ の労働市場の企業別分断をめぐる論議については,次 の論稿を参照せ よ。 竹申恵美子
「労働市場の形成と展開」『労使関係の論理と展開』(前掲),56-78ベージ◆(同稿は,同 著r増
補 ・現代労働市場の論理』日本評論社,1979勾㍉ に収録。)
